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１ 特定高性能農業機械の種類と類別 

 

類別 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

種類 

ト ラ ク タ ー 

30PS級 

 

（25～34PS） 

40･50PS級 

 

（35～54PS） 

60･70･80PS級 

 

（55～84PS） 

90PS級以上 

 

（85PS以上） 

 

乗 用 型 田 植 機 

植付条数 

 

４～５条 

植付条数 

 

６ 条 

植付条数 

 

８ 条 

植付条数 

 

10 条 

 

防

除

用

動

力

散

布

機 

動力噴霧機 

薬液吐き 

出し量 

30㍑/分以上 

55㍑/分未満 

有効散布幅 

15m未満 

薬液吐き 

出し量 

55㍑/分以上 

100㍑/分未満 

有効散布幅 

15m以上 

薬液吐き 

出し量 

100㍑/分以上 

200㍑/分未満 

有効散布幅 

15m以上 

薬液吐き 

出し量 

200㍑/分以上 

 

有効散布幅 

15m以上 

 

ス ピ ー ド 

スプレヤー 

薬液吐き 

出し量 

20㍑/分以上 

50㍑/分未満 

薬液吐き 

出し量 

50㍑/分以上 

70㍑/分未満 

薬液吐き 

出し量 

70㍑/分以上 

100㍑/分未満 

薬液吐き 

出し量 

100㍑/分以上 

 

 

コ ン バ イ ン 

自脱型 

刃幅 

0.8m以上 

1.2m未満 

自脱型 

刃幅 

1.2m以上 

1.6m未満 

自脱型 

刃幅 

1.6m以上 

 

普通型 

刃幅 

0.8m以上 

2.5m未満 

普通型 

刃幅 

2.5m以上 

 

ハ

ー

ベ

ス

タ

ー

 

フォーレー 

ジハーベス 

ター 

直装式又は 

半直装式 

 

刃幅 

1.0m以上 

1.2m未満 

けん引式、 

直装式又は 

半直装式 

刃幅 

1.2m以上 

1.5m未満 

けん引式又は 

直装式 

 

刃幅 

1.5m以上 

 

乗用型 

 

 

刃幅 

2.1m以上 

 

 

ビーンハー

ベスター 

刈取り条数 

  １条 

刈取り条数 

  ２条 
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２ 特定高性能農業機械の導入に関する目標 

 

特定高性能農業機械の導入は、導入する者の農業経営、地域の農業構造等の実情に応じ

た導入方式による計画的な導入を推進し、その性能に応じた利用規模の確保を通じての効

率的利用により、生産性の向上及び生産コストの縮減を図り、もって農業生産力の増進と

農業経営の改善に寄与することを目的として行う。 

 

 

（１）平成30年度における特定高性能農業機械の種類別利用面積 

 

特定高性能 

 

農業機械の種類 

地  目 

地目別面積 

 

(ha) 

特定高性 

能農業機 

械の類別 

類別ごとの 

利 用 面 積 

(ha) 

地目別面積に対する類 

別ごとの利用面積割合 

(％) 

ト ラ ク タ ー 

田 21,400 

Ⅰ 7,700 36.0 

Ⅱ 4,200 19.6 

Ⅲ 1,280  6.0 

その他 8,220 38.4 

畑 3,070 

Ⅰ 1,965 64.0 

Ⅱ   760 24.7 

Ⅲ   180  5.9 

Ⅳ    15  0.5 

その他   150  4.9 

草  地 

(飼料作) 

238 

Ⅰ    95 39.9 

Ⅱ    70 29.4 

Ⅲ    24 10.1 

Ⅳ    15  6.3 

その他    34 14.3 

乗用型田植機 田 13,000 

Ⅰ 7,800 60.0 

Ⅱ 1,900 14.6 

Ⅲ 1,300 10.0 

Ⅳ   260  2.0 

その他 1,740 13.4 

動 力 噴 霧 機 

田 13,000 

Ⅰ 2,000 15.4 

Ⅱ 1,300 10.0 

Ⅲ 300  2.3 

その他  9,400 72.3 

畑 3,070 

Ⅰ   910 29.6 

Ⅱ   400 13.0 

Ⅲ    60  2.0 

その他 1,700 55.4 
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特定高性能農 

 

業機械の種類 

地  目 

地目別面

積 

 

(ha) 

特定高性 

能農業機 

械の類別 

類別ごとの 

利 用 面 積 

(ha) 

地目別面積に対する

類 

別ごとの利用面積割

合 

(％) 

ス ピ ー ド  

ス プ レ ヤ ー 

果樹園 3,850 

Ⅰ 1,380 35.9 

Ⅱ   200  5.2 

Ⅲ    50  1.3 

Ⅳ    20  0.5 

その他 2,200 57.1 

コ ン バ イ ン 田 13,100 

Ⅰ 5,800 44.3 

Ⅱ 2,700 20.6 

Ⅲ 2,200 16.8 

Ⅳ   270  2.1 

Ⅴ    30  0.2 

その他 2,100 16.0 

ハ

ー

ベ

ス

タ

ー 

フォーレー 

ジハーベス 

ター 

草  地 

(飼料作) 

238 

Ⅰ    85 35.7 

Ⅱ   110 46.2 

Ⅲ    23  9.7 

その他    20  8.4 

ビーンハー

ベスター 

田 50 

Ⅰ    30 60.0 

その他    20 40.0 

 

 

 

（２）特定高性能農業機械の利用規模の下限 （単位：ha） 

ア トラクター 

 

区分 
田 畑 草 地 

備   考 

地域名 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

全 地 域 ３ ５ ７ ５ ８ 11 15 

収穫調整用機械と

の組合せにより決

まる。 

①樹園地については普通

畑に準ずる。 

②次の場合には、類別の

大きいトラクターの導

入について検討する。 

 ア 特に高い動力を要

する作業または重粘

な土壌のほ場におけ

る利用。 

 イ ８度以上の傾斜地

における利用。 

 ウ 気象条件及び複合

的作付条件等による

作業期間の短い場合

における利用。 
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イ 乗用型田植機 

 

区分 田 

地域名 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

全 地 域 ５ ９ １２ １４ 

 

ウ 防除型動力散布機 

  ①動力噴霧機               ②スピードスプレヤー 

 

区分 田 畑  果樹園 

地域名 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ  Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

全 地 域 ３ ５ ８ ３ ５ ８  ４ ５ ６ ８ 

 

 

エ コンバイン 

 

区分 田 

 水  稲 大豆 

地域名 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅴ 

全 地 域 ６ ９ １４ １４ １１ ２５ 

 

 

オ ハーベスター 

①フォーレージハーベスター    ②ビーンハーベスター 

 

区分 草  地  区分 田 

地域名 Ⅰ Ⅱ Ⅲ  地域名 Ⅰ 

全 地 域 ８ １４ ２３  全 地 域 ９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－5－ 

 

３ 計画の期間 

平成26年度から30年までの５年間とする。ただし、新たな計画が公表されるまでの

期間にあっては、この計画によるものとする。 

 

 

 

４ 特定高性能農業機械を導入する者の備えるべき条件その他特定高性能農業

機械の導入を効率的に行うために必要な条件の整備に関する事項 

 

（１）導入するべき者の備えるべき条件 

ア 特定高性能農業機械の大きさに対応した利用規模の下限以上の作業面積が確保さ

れていること。 

①購入又はリースにより導入する場合は、「２ 特定高性能農業機械の導入に関す

る目標」に示す特定高性能農業機械の種類ごとに、それぞれの大きさに対応した

利用規模の下限以上の作業面積等を確保すること。 

②レンタルにより導入する場合は、作業面積が、特定高性能農業機械の種類ごとの

大きさに応じて下式により算出した１日当たり作業可能面積等以上であること。 

 

１日当たり作業可能面積等＝１日の作業時間×実作業率／作業能率 

 

注 １ 実作業率は、１日の作業時間のうちほ場等内作業時間の割合 

  ２ 作業能率は、１ha当たりの作業必要時間 

 

イ 特定高性能農業機械の操作に必要な技能を有する者がいること。 

 

 

ウ 経営改善（労働時間の低減、農業所得の増加等）の達成が見込まれること。 

主として農業に従事しているものがいる経営であって、労働時間の低減、農業所

得の増加等経営改善の達成が見込まれること。 

①主として農業に従事している者は、15歳以上の農家世帯員のうち、「農業のみに

従事している者」及び「農業以外の仕事に従事していても、年間労働従事日数

の過半を農業に従事している者」とする。 

②経営改善を達成する見込みについては、特定高性能農業機械を導入しようとす

る農業者が、別紙１の「経営改善目標の作成について」に基づいて作成した経

営改善目標が、農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第５条に規定

する高知県知事が認める「高知県農業経営基盤強化促進に関する基本方針」及

び同法第６条に規定する市町村が定める「農業経営基盤の強化の促進に関する

基本構想」に即し、適切であると認められることが必要である。 

なお、補助事業等により特定高性能農業機械を導入する場合は、当該事業の

事業計画の作成によって経営改善の達成が見込まれるものとする。 
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（２）ほ場条件、栽培管理条件及び関連機械施設条件 

ア ほ場条件                          （単位：ha） 

 

地 目 

平成25年度に

おいて下記の

ほ場条件整備

の基準を備え

ている面積 

左の基準に基づく整備予定面積 平成30年度に

おいて下記の

ほ場条件整備

の基準を備え

ている面積 

平成26 

年 度 

平成27 

年 度 

平成28 

年 度 

平成29 

年 度 

平成30 

年 度 

田 9,988 25 25 25 25 25 10,113 

 

特定高性能農業機械を導入する場合には、ほ場条件が問題であり、特にほ場の大きさ、農

道の整備、地下水位の高さ、用排水の関係、ほ場の団地化等の条件が整備されなければなら

ないので、ここでは次の条件の整備基準を示すこととする。 

 

ほ場条件整備の基準 

① 共通 

（ア）ほ場は、実作業率を高めるよう可能な限り団地化されていること。 

（イ）道路よりほ場への進入部分及びほ場内に深さ20cm以上の溝がないこと。 

（ウ）ほ場の均平化が図られるとともに、作業の障害物が除去されていること。 

（エ）農道は特定高性能農業機械単体だけでなく、作業機を装着又は、けん引した場合に

おいても、その走行に支障がないよう路面が整備されているとともに、幅員、交差部

隅切り、橋が整備されているほか、田面からの高さ及びほ場進入路について、その走

行に支障のないよう整備されていること。 

 

② 田 

（ア）土壌の硬さは、トラクター等の作業可能範囲の硬さ以上であること。 

（イ）区画の形状は原則として長方形であり、その大きさは20～30アール程度に整備され

ていること。 

 

③ 畑 

（ア）区画の形状は原則として長方形であり、機械による効率的な作業が行えるようにそ

の大きさは大区画に整備されていることが望ましい。 

（イ）ほ場の傾斜度は、おおむね、畦立栽培では６度程度、平畦栽培では10度以下であり、

長辺が等高線に沿っていることが望ましい。 

 

④ 果樹園 

（ア）区画の形状及び大きさは、高性能農業機械の能率的な作業の実施に留意して定めら

れていること。 

（イ）ほ場の傾斜度は、８度以上の斜面にあっては、樹列間に園内耕作道が階段状に設置

され、樹木は斜面に栽培されていること。また、園内耕作道を連結する連絡道が設置

され、その傾斜は８度以下であること。 

 

⑤ 草 地 

（ア）区画の形状及び大きさは、草地は波状地が多いので、機械の耐傾斜性を考慮して区

画を設定することが望ましい。 

（イ）ほ場の傾斜度は、安全保持の観点から、おおむね12度以下であることが望ましい。 

（ウ）湿地牧野等を改良して造成した草地にあっては、排水工事が実施されていること。 
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イ 栽培管理条件 

特定高性能農業機械の年間稼働時間を増大させるとともに、作業効率を高める

ため、次の諸条件が整っていること。 

 

地 目 作 目 栽 培 管 理 条 件 整 備 の 基 準 

田 水 稲 

(1) 集団的な栽培体系がとられ、作付体系・品種・作期・肥培管

理等が適正かつ計画的に行われていること。 

(2) １集団は、１区分（耕区）が同一の水系に属するか、又は同

一の水利慣行が行われていることが望ましい。 

(3) 病害虫防除の時期が著しく異ならないよう、区画のまとまり

ごとに作物の種類と耕種法が揃えられていることが望ましい。 

(4) 田植機の利用に当たっては、コンバイン等の収穫作業が効率

良くできるよう栽植条間が均一で、刈幅に適合したものである

こと。 

田 畑 

野 菜 

大 豆 

雑 穀 

(1) 作物毎に集団的な栽培体制がとられ、作付体系・品種・作期・

肥培管理等が適正かつ計画的に行われていること。 

(2) 排水対策が講じられていること。 

(3) 刈取刃の著しい摩耗又は破損のないようほ場内の石礫が除

去されていること。 

果樹園 果 樹 

(1) 立木仕立果樹園の場合は、散布作業が容易かつ安全に行える

とともに、農薬の散布効果が上がるよう適正な植栽で、その樹

形が整えられていること。 

(2) 棚作りの場合は、棚の高さが散布作業に支障のないよう整備

されているとともに、支柱、控線等が散布作業等の障害となら

ないよう整備されていること。 

草 地 飼料作物 

(1) 収穫時期が競合しないよう草種、品種を選定し、収穫時期が

長期となるような作付計画が立てられていること。 

(2) 砕土、整地等が十分に行われ、ほ場の均平化が図られている

とともに適度に鎮圧されていること。 

(3) 畦立て栽培は避け、できるだけ平畦栽培とする。 

(4) 傾斜草地では、降雨等による土砂の流亡が起きやすいので、

適切な肥培管理に努めること。 
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ウ 関連機械施設条件 

 

関連機械施設名 関 連 機 械 施 設 条 件 整 備 の 基 準 

格 納 施 設  

(1) トラクター、作業機等の日常整備に必要な部品及び工具等が整備され

ていること。 

(2) 施設の床面積は、トラクター、作業機及び装備品（以下「トラクター

等」という。）の格納所要床面積に、トラクター等の装備品の交換、脱

着作業に必要な面積、トラクター等の日常点検に必要な面積並びに床面

の形状と出入口の位置等に応じた通路面積を加えたものであり、かつ、

その床面積に見合う格納施設の年間所要経費（施設の減価償却費、修理

費、資本利子、租税公課及び保険料）が格納するトラクター等の購入費

の総額に比較して妥当なものであること。 

(3) 施設の出入り口は、その高さがトラクター等の高さに応じたものであ

ること。 

(4) 格納施設の付帯施設として、工具置場、洗車施設、ホイスト等が併置

されていることが望ましい。 

(5) 農薬及び農薬調合用資材の倉庫、農薬計量器並びに資材運搬車等が準

備されているほか、付帯施設としてシャワー室が併設されていることが

望ましい。 

給水 ・ 防除 

関 係 施 設 

(1) 動力噴霧機又はスピードスプレヤーを使用する場合は、そのタンク容

量、薬液吐き出し量等に見合った能力を持ち、かつ、作業に便利な位置

に農薬混合槽及び給水施設（水道、水そう等）が準備されているか、又

は適切な能力を持つ給水車が準備されていること。 

(2) 水源の水量は、８時間以内に防除機械のタンク20杯以上を一杯にする

ことができる量とし、その給水能力は５分以内に防除機械のタンクを一

杯にすることができるものであること。 

運 搬 施 設  

(1) 田植作業の場合は、苗を効率的かつ安全に運搬するための運搬車及び

運搬用具（苗棚等）が田植機の能率に合わせて準備されること。また、

作業ほ場への距離が長い場合は、田植機の運搬車が準備されていること

が望ましい。 

(2) コンバイン収穫の場合は、収穫物を速やかに乾燥貯蔵施設まで運搬で

きるよう運搬車又は運搬用具が準備されていること。 

乾燥調製施設 

(1) コンバイン収穫の場合には、その収穫量に見合った適正な規模の乾燥

機又は乾燥調製施設が設置されていること。 

(2) 共同乾燥施設にあっては、搬入される収穫物の荷受調整用として、通

気設備を有する原料一時貯留タンクが設置されていることが望ましい。 

(3) 乾燥施設に発生する塵埃を除去し得る集排塵装置が設置され、また、

騒音もその環境に応じて一定の限度以下に抑えることが望ましい。 

(4) 火災に対する安全装置や運転者に対する人身事故にも十分注意する

こと。 

(5) 熱風温度、含水率等の測定装置が準備されていること。 

(6) 共同乾燥施設の設置場所の選定に当たっては、農協事務所や穀物倉庫

などと近接することが運営上好都合である。 

しかし、騒音や塵埃等の公害問題を起こさないよう、民家から離れた

地点（約100m以上）で崖崩れや地盤沈下、或いは風水害等天災地変の恐

れがない場所を選定する。 

園 芸 施 設 

施設内への出入り及び施設内の回行に支障のない間口及び軒高である

ことが望ましい。 
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５ 特定高性能農業機械の導入及び利用に関する事項 

 

（１）特定高性能農業機械の利用に関する技術の研修及び指導に関する事項 

ア 農業機械作業従事者研修の実施 

農業情勢の変化、農業機械化の進展等に即し、農業者に対する新技術の習得、技術

の向上等の適切な研修を計画的に実施するとともに、研修の内容によっては、民間企

業、農業団体等研修機関施設との連携・分担に努める。 

 

研修の種類 

平成25年度 

までの研修 

修了者の数 

研  修  計  画 平成30年度 

までの研修 

修了者の数 

平 成 

26年度 

平 成 

27年度 

平 成 

28年度 

平 成 

29年度 

平 成 

30年度 

農作業安全研修 8,485 60 60 60 60 60 8,785 

 

 

 

イ 農業機械士等の認定計画 

 

地域名 

農業機械士 

等の区分 

平成25年

度までの

認定者数 

認  定  計  画 平成30年

度までの

認定者数 

平 成 

26年度 

平 成 

27年度 

平 成 

28年度 

平 成 

29年度 

平 成 

30年度 

全地域 農業機械士 0 0 25 25 25 25 100 

 

 

ウ 農業機械士等の養成及び配置に関する方針 

農業機械化の推進に当たっては、アの研修終了者や、特定高性能農業機械等の利用

技能を有すると認められた農業機械士等を地域農業の担い手として、特に農業機械の

共同利用を推進する場合には、その管理者等として位置づける等その技能を活用し、

農業機械・施設等の効率的な利用管理により、農業経営における農業機械経費の低減

を進めるとともに、これらの者を農業機械利用集団へ配置し、農業機械の効率的利活

用により、生産性の向上と農作業安全の推進に努める。 
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エ 県、市町村における指導体制の整備 

（ア）県の指導体制 

農業機械の選定、農業機械導入後の効率的利用及び安全指導等に関して、生産組

織、農家等に対する指導を強化するため、市町村、県農業協同組合中央会、県経済

農業協同組合連合会、県農業機械商業協同組合及び農林水産関係各課と密接な連携

のもとに、農業改良普及所、農業協同組合の営農部門等を通じて農家等に対し健全

な農業機械化の指導をすすめる。 

また、農業機械の適正な流通を図るため農業機械流通団体及び業者を対象に流通

の合理化等について指導を行う。 

 

（イ）市町村の指導体制 

農業協同組合の営農指導員、普及指導員等と密接な連携をとりつつ、農業機械の

選定、農業機械導入後の利用等に関して、生産組織、農家等からの相談に応ずる窓

口を設置する等、指導体制の整備に努め、地域の実情に応じた適正な機械化を推進

する。 

 

 

（２）特定高性能農業機械の導入及び利用に際して留意すべき事項 

特定高性能農業機械の導入及び利用に際しては、生産コストの縮減及び農作業安全の確

保の観点から、次の点に留意する。 

 

ア 農業機械による燃料消費量の低減に向けた適正な点検整備及び作業方法の実践 

農業機械の燃料消費量の低減のための適正な点検整備及び作業方法を示した「農

業機械の省エネ利用マニュアル」の普及促進を通じて、農業機械の省エネルギー利

用を推進する。 

また、効率的かつ安全な農作業の実施に留意し、農業機械による農作業環境（農

道、ほ場等）の改善等を推進する。 

 

 

イ 農業機械の効率的な稼働に向けたほ場外の移動時間の短縮等に資するほ場の面的

集積の促進 

ほ場の面的集積は、ほ場間の移動時間の短縮が農業機械の効率的な利用体制の構

築の観点から重要であるため、地域の担い手等への農地や農作業の集積を推進す

る。 

 

ウ 作物及び品種の組合せ並びに作期分散技術の導入を通じた農業機械の稼働日数の

確保 

作物及び品種の組合せや作期分散技術の導入により、農業機械の稼働日数を拡大

する場合、「品目別生産コスト縮減戦略」等を参考として、作業が集中してしまう

ことがないように留意する。 
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６ 特定高性能農業機械を使用した農作業の安全性の確保に関する事項 

 

農業就業人口に占める女性、高齢者の割合が増え、特に高齢者による農作業事故の増加

が顕著となっていることから、事故の発生実態等を踏まえた以下の取組を進め、効果的な

農作業安全対策の推進を図る。 

 

（１）型式に合格し、又は安全鑑定基準に適合した機械の導入並びにこれらの機械の適正な

利用及び管理 

農業機械の導入に当たっては、乗用型トラクターの安全キャブ・フレームをはじめ

として、事故の防止や事故時の被害軽減に大きな効果のある安全装置等が装備された

型式検査合格機や安全鑑定適合機から選択されるよう指導する。また、導入した農業

機械は、日常的な点検に加えて、農業機械整備士等による定期的な整備の実施等、適

切な管理の励行を図る。 

 

（２）地域の実情に応じた農作業安全管理体制の整備、農作業安全指針の策定及びその周知

徹底 

農業者自身に高い安全意識を持たせるため、農業者が守るべき事項について、地域

の実態、農作業事故の発生状況等を踏まえた農作業安全基準を策定し、その周知徹底

を図る。また、農業者に対するきめ細かい安全指導・啓発が効果的に行えるよう、行

政機関、農業機械の流通・利用等に係る関係機関等との連携強化を図る。 

 

（３）農道・ほ場等の農作業環境の点検及び危険箇所の改善並びに安全で快適な農作業現場

の構築 

農道、ほ場等の農作業環境の未整備等に起因する事故を防止するため、農道、ほ場

等の危険個所の把握と改善・整備に努めるとともに、道路上での事故防止に有効な低

速車マーク等の危険回避資材等の装着を指導する。また、事故の未然防止につながる

安全・快適で働きやすい農作業環境の整備を図る。 

 

（４）女性、高齢農業者等の個々の安全知識や機械操作技術レベルに応じた研修・講習会の

実施による安全意識の啓発 

農業機械の利用者の不注意、利用技術の未習得等に起因する事故防止を図るため、

機械の安全利用技術研修の実施等、農業者に対する安全意識の啓発指導に努めるとと

もに、複数人での作業の実施、緊急連絡用の携帯電話の所持等を推進する。 

また、広報啓発活動として春と秋に農作業安全運動推進月間を設定し、ポスター等

による農業者の農作業安全意識の高揚を図る。 

 

（５）道路交通及び雇用労働者の保護に関する関係法令等の周知徹底 

乗用型農業機械の道路走行時や運送時の事故防止を図るため、道路運送車両法、道

路交通法等の周知及びその順守を徹底する。また、労働安全衛生法等の関係法令の周

知・徹底により、雇用者の労働環境にも配慮して農作業事故の防止を図る。 

 

（６）農作業事故の発生実態及びその原因の把握・分析並びにこれらの情報の効果的な活用 

様々な情報源を利用した農作業事故の発生実態・原因の迅速かつ正確な把握と分析

に努め、それらの情報を関係機関及び農業者へ効果的に発信することにより、安全意

識の啓発を図る。 

 

（７）農業機械作業事故防止及び労災加入の促進のための指導体制の整備 

県は関係官公署、農業機械関係団体、農業団体等との密接な連携のもとに本運動の

効率的な推進を図るとともに、農業災害に関する補償制度の周知に努め、労働者災害

補償保険への加入を促進する。 
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７ その他特定高性能農業機械の導入に関し必要な事項 

 

（１）修理整備体制の整備 

ア 整備施設の設置            （参考） 

 

地 域 名 

平成29年度における施設数  平成24年度における施設数 

大 型 中 型 小 型  大 型 中 型 小 型 

全 地 域 １１ ４４ ６  １１ ４４ ６ 

 

 

イ 点検整備等の体制に関する指導の方針 

① 近年の高性能・大型化した農業機械の普及や、中古農業機械の需要増加に鑑み、

その効率的利用と適正な流通を促進するため、農業機械整備施設標識掲示要領に基

づき、設置基準による分類呼称の標識の提示を承認し、農業機械の適正な整備条件

を確保するとともに、中古農業機械の適正な性能、安全性等の確保に必要な知識及

び整備技能を習得させるための研修を実施する。 

② 農業機械の保守点検整備に関する農業者の知識及び技術水準を高めるため整備施

設の技能者に農業機械の安全対策、安全整備について農業者の自主的な点検整備が

励行されるよう指導体制の充実を図る。 

 

（２）組織的利用に関する事項 

特定高性能農業機械は、その稼働可能面積が、一般的に個別農家の経営面積より大きい

ことから、経営規模の大きい農家や、作業受託による利用規模の大きい農家等を除いては

組織的な利用を行う必要がある。 

機械利用組織としては、①農家集団による共同利用、②農業機械銀行方式等による組織

的受託、③農協等農業サービス事業体による集団利用に大別されるが、それぞれの形態は

機械の管理運営上長短があり、また地域の諸条件により影響される要素が多いので、利用

組織の組織化及びその運営等に当たっては、次に述べる事項を総合的に検討するものとす

る。 

① 農家集団による共同利用 

（ア）農業機械の共同利用を主たる目的とし、特定高性能農業機械の大きさに対応した利用

規模以上の作業面積が確保され、特定高性能農業機械の操作に必要な技能を有する者が

いる集団であって、特定高性能農業機械の利用の合理化により個別農家の経営改善が見

込まれることが望ましい。 

共同利用を行う農家集団にあっては、既に所有している農業機械を含めた全体的な有

効利用についての調整があらかじめ当該集団によって行われることが望ましい。 

 

② 受託組織及び農協等農業サービス事業体 

（ア）特定高性能農業機械の大きさに対応した利用規模以上の作業面積が確保され、特定高

性能農業機械の操作に必要な技能を有する者の確保等により、農業サービスを受ける農

業者の経営改善が見込まれることが望ましい。 

（イ）農業機械の管理運営を直接行う農協等事業体にあっては、受託者の受託面積の拡大及

び受託者の資質向上について配慮されていることが望ましい。 
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（３）特定高性能農業機械以外の利用規模の目安 

（単位：ha） 

機    種 機械の大きさ 利用規模の下限面積 

トレンチャー 

8ps以下 1.4 

8ps～15ps（自走式・歩行型） 2.2  畑(1) 

15ps以上（搭載式）    3.0  畑(1) 

歩行型田植機 

 ２条    1.4 

 ４条       2.6 

 ６条       3.4 

動力噴霧機  可搬式       0.3 

バインダー 

 １条刈       1.0 

 ２条刈       1.5 

脱 穀 機        1.8 

大豆脱粒機 

（ﾋﾞｰﾝｽﾚｯｼｬｰ） 

300kg級（定置式）       1.2 

500kg級（自走式）       2.6 

堆肥散布機 

300kg級（自走・歩行式）       5.7 

500kg級（自走・乗用式）       6.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


